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アジア経済研究所で長くミャンマーを研究している工藤年博氏は、日本記者ク
ラブ主催の記者会見で「ミャンマー経済の潜在性と展望」と題して講演、質疑応
答に応じました。工藤氏はアメリカの経済制裁が解かれ、ミャンマーが本格的に
経済成長する機会が訪れたとしながらも資源国を襲う「資源の呪い」によるオラ
ンダ病を警戒すべきだとし、資源収奪ではない幅広い分野での協力が可能な日本
はミャンマー発展に大きく寄与できると語りました。冒頭スピーチと主な質疑応
答をご紹介します。 

 

 

 

 

 

司会：小此木潔・日本記者クラブ企画委員（朝日新聞編集委員） 

 

 

日本記者クラブ Youtube チャンネル  

http://www.youtube.com/watch?v=vzDcOr_qoKY&feature=plcp&context=C4e9bd8cVDvjVQa1PpcFOh

oCUHTH99N2SsKdFjxzdtw8vyYll1CfA%3D 

 

巻末に使用した資料があります 

 

※この会見詳録は、社団法人アジア調査会の協力で「アジア時報２０１２年５月号」より転

載しています 

 

○C 公益社団法人 日本記者クラブ

 
 

http://www.youtube.com/watch?v=vzDcOr_qoKY&feature=plcp&context=C4e9bd8cVDvjVQa1PpcFOh


 

2 
 

工藤氏 ２週間ほど前に津守滋・元ミャンマ

ー大使がミャンマーの政治についてかなり詳

細にお話をされたということですので、私は今

日は経済について、特に潜在性と展望というこ

とで課題をいただいております。政治について

は少し宣伝になってしまいますが、３月にアジ

ア経済研究所から出版した『ミャンマー政治の

実像―軍政 23 年の功罪と新政権のゆくえ―』

（工藤年博編著）があります。これは 23 年間

の軍事政権のたな卸しを最初は目標にしてい

たのですが、結果としてその後大きく変化した

ということで、この変化を理解するためにも、

やはり 23 年間の軍事政権が何を目指して、何

をなして、あるいは何をなさなかったのかとい

う功罪というか実績と課題に基づいて理解す

る必要があるのではないか。それに基づくと現

在の改革についてこういう見方ができるので

はないか、限界がこういうところにあるのでは

ないか、というところを書いた本です。アジア

経済研究所の仲間と書きました。４３００円

（税抜き）という少し高い本ですけれども、ご

一読いただければ幸いです。 

それでは今日のテーマに早速入らせていた

だきたいと思います。まず政治と対外関係のド

ラスティックな変化と違って、経済は大きな変

化は起きてはいるのですが、何かこれをやれば

魔法のように経済成長が実現するという政策

はやはりなくて、1つひとつ積み重ねてやって

いくしかないわけです。そういうことで少し長

いスパンというか、潜在力がどういうところに

あって、それが開花するための課題は何なのか

ということを、現在の政権の改革にとらわれず

に、少し長い目で見た場合にどういうことが言

えるのかということを今日は主題として考え

ていきたいと思っています。 

ご報告の構成ですが、まず国の概要。これは

皆様よくご存知かとは思いますが、ちょっと復

習をしておきたいと思います。それから動き出

す経済ですね。対外貿易部門あるいはエネルギ

ー部門への外国の投資、そして生産拠点として

注目されるミャンマー、あるいはインド洋への

アクセスということで注目されているミャン

マーという四つの点についてお話をさせてい

ただき、そこで大体は話してしまいます。この

四つが経済成長の機会なのですが、同時にそれ

がミャンマーの経済発展の挑戦、課題でもある

ということで、資源の呪い、中国の台頭、経済

統合における経済成長戦略についてお話しし

て、最後に日本の対ミャンマー政策について言

及したいと思っています。 

 

ほぼベトナム規模の国 

 

これ（資料３）がミャンマーの国ですが、お

隣のタイ、そしてラオスとも少し国境を接して

います。そして中国。ほとんどが雲南省ですね。

地図に西側は書いておりませんが、北東インド

と長い国境を接しており、そしてバングラデシ

ュということで五つの国と長い国境を接する、

地政学的に非常に重要な位置にある国である

ということです。 

人口と面積と経済規模、１人あたりの所得水

準（巻末資料４）です。ミャンマーの人口は６

１１９万人ということですが、後で申し上げま

すが、これも正しいかどうかは分かりません。

面積は 67 万７０００平方㌔㍍。名目ＧＤＰは

４３０億㌦。１人当たりＧＤＰは７０２㌦。こ

れはＩＭＦのデータに基づいた数字ですが、こ

れを１とした場合にこの地域でミャンマーは

どういった規模感を持つ国なのか、ということ

です。人口についてはベトナムはミャンマーの

１・４倍あるというふうに見るわけですが、四

捨五入してあってタイの方が少し大きいです

が、タイとはほぼ同じ人口規模であるというこ

とですね。一方、カンボジア、ラオスはミャン

マーの２割、１割くらいしかないということで、

非常に人口規模が小さい。面積については東南

アジア大陸部では最大です。タイよりも大きい

のです。一方またカンボジア、ラオスは非常に

小さいということになります。一方、名目ＧＤ

Ｐ、経済規模で見るとベトナムはミャンマーの

２・４倍、タイは７・４倍あるけれども、カン

ボジア、ラオスは非常に小さいということです。

１人当たりＧＤＰについてはベトナムは１・７

倍、タイは７・１倍ある。カンボジア、ラオス
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よりは少し低いというような状況です。 

経済規模はまだまだ遅れているわけですが、

人口もしくは面積を見ると将来はベトナム、タ

イと比較すべき国だろうと思います。例えば

７％の経済成長をこれから 13 年間続けると現

在のベトナムの経済規模になります。若干長い

のですが 30 年間続けると現在のタイの経済規

模に達するということです。７％成長というの

は今のミャンマーの状況であれば十分可能な

水準ではないか、ということで、もう 1つベト

ナムが近い将来生まれるというような規模感

でミャンマーを捉えていく必要があると思い

ます。また天然資源ですね、天然ガス、翡翠（ひ

すい）などの宝石、木材、鉱物、農作物、水産

物、とあらゆる天然資源が豊富であるといわれ

ている国であります。 

 

所得水準は非常に低い 

 

巻末資料５は１人当たりＧＤＰの推移を示

したグラフです。ＣＬＭＶというＡＳＥＡＮ

（東南アジア諸国連合）の後発４カ国とバング

ラデシュを示していますが、一番下のラインに

沿っているということでミャンマーの所得水

準が非常に低いということがお分かりいただ

けると思います。これはＩＭＦのデータですが、

このデータを信じるならば、ここ数年のミャン

マーの１人当たり所得の伸びは非常に高い。２

０００年代だけを見ると、４倍になっているわ

けで、この５カ国の中でも最も高い成長を示し

ているということになります。もちろん一方で

１９９０年代の初めにはほぼ 30 ㌦しか違いが

なかったベトナムと今は４７０㌦の違いが出

ているということも事実です。 

またミャンマーの場合は統計が非常に難し

いということになっています。1つはおそらく

ＩＭＦのデータというのはミャンマーの中央

統計局が出しているＧＤＰ統計に基づいてい

ると思います。実はこの統計は政府の発表上は

１９９９年度以降、２桁成長をしていることに

なっているのですね。それからもう 1つ、これ

は最後の方で申し上げますが、通貨のチャット

というローカル・カレンシーですが、これが対

ドルで非常に強くなっている、増価していると

いうことがあって、ドルベースで見た場合、非

常に強くなっている、ということがあります。

しかし、一方では現在は６０００万人規模の人

口規模を前提にして１人あたりの所得をはじ

いているわけですけれども、実はミャンマーで

最後の人口センサスが行われたのは１９８３

年であります。もう 30 年近く人口センサスを

やっていないんですね。今度２０１４年にセン

サスを 30 年ぶりにやりますけれども、ＵＮＦ

ＴＡという国連人口基金が協力して、今ミャン

マー政府と折衝しているところですが、彼らは

５５００万人の規模でコストを見積もってい

ると聞いています。つまり、６０００万人もい

ないのではないかということなんですね。５０

０万人減ってしまうということで、１人当たり

ＧＤＰもそれに基づいてかなり上がるという

ことですね。ミャンマーで 1つ難しいのは統計

があまりにも未整備であるということです。経

済の実態がなかなかつかめないというのがビ

ジネスをやっていく上でも 1 つのリスクにな

ると思います。 

 

七つの地域と七つの州からなる 

 

それからミャンマーの国土の行政区分です

けれども、ミャンマーは七つの地域と七つの州

で、全部で 14の行政区分に分かれています（巻

末資料６）。七つの地域というのはイラワジ川

がミャンマーの真ん中を流れているのですが、

そこの流域の地域ですね。平野部。例えばヤン

ゴン地域とかバモー地域とかマンダレー地域

とか、あるいはイラワジ地域とか、ビルマ族が

主に住んでいるところがこの七つの地域とい

うことになっています。そのまわりに七つの州

があるんですね。例えばシャン州。これはシャ

ン族というタイ語が７割くらい分かるといわ

れる人いる、シャムですね。あるいはカチン族。

あるいはカレンですね。モン族とか、ラカイン

あるいはロヒンギャーといった少数民族が山

岳地帯に住んでおり、そこが州といわれていま

す。 
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人口も真ん中のイラワジ川周辺に集中して

おり、その中でも特に二つ人口の多いところが

あります（巻末資料７）。1つは今はネピドー

というところに首都が移りましたが、旧首都の

ヤンゴンのまわり。ヤンゴンとイラワジのデル

タがミャンマーでは一番人口が多く、穀倉地帯

なのですが、ヤンゴンは最大の商業、産業の集

中地ですので、日系の企業の皆さんが進出しよ

うと考えると、まずヤンゴンに行くということ

になります。労働力はイラワジのデルタから供

給されるという形になります。 

もう 1 つ人口が多いのはマンダレーの周辺

です。マンダレーは王朝時代の王都があったと

ころで、もともとミャンマーというのは内陸の

王都なんですね。ヤンゴンというのは基本的に

は植民地時代になってから港町として栄えて

きたところです。マンダレーのまわりは乾燥地

帯なのですが、かなり人口が多い。今は貧しい

地域なのですが、もともとは溜池灌漑が発達し

ておりまして、それが昔の権力基盤になってい

たということです。ここは実は産業集積がかな

りある地域です。ただ、この 20 年間の軍政時

代にヤンゴンが大きくなっておりますけれど

も、製造業などの基盤はマンダレーにもある。

ここは中国との関係で発展してきているとこ

ろです。もう 1つ、バングラデシュとの国境の

北部ラカイン州というのがありますが、ここは

ロヒンギャーといわれる少数民族、ムスリムな

んですけれども、ガースンディーというところ

で、まだきちんと国民として認めていないとい

うようなところですので、ここの人口を動員し

ていくような産業は現時点では考えにくいと

いう状況です。以上、国の概要でした。 

 

成長分野ごとにプレーヤーが違う 

 

次にミャンマーの経済です（巻末資料８）が、

これは新政権が経済改革を進める以前からか

なり動き始めていたところはありました。いく

つかの成長分野というのがあったわけですけ

れども、それぞれ誰がやっているかというプレ

ーヤーが違うのです。まず第一に資源開発とい

うことです。これは主に天然ガス、電力、鉱物

ですが、天然ガスはパイプラインで近隣諸国に

運んでいく。電力は水力発電ダムをつくって送

電線で近隣諸国に電力を引っ張っていく。鉱物

も国境貿易で近隣諸国に持っていくというこ

とで、プレーヤーは中国あるいはタイの企業、

あるいは国有企業とかそういうものです。これ

はですから、現時点では中国やタイにとって重

要な分野ということになります。次に労働集約

的な産業ですけれども、これは衣類とか靴とい

うようなものが多いのですが、いわゆる「Ｇｈ

ｉｎａ＋１」の生産拠点ということになりまし

て、ここは日本あるいは韓国にとって重要な拠

点産業という形になります。 

３番目が建設や不動産です。２０１０年に総

選挙があって、それ以降も公共投資が大きく増

えているということ、あるいはヤンゴンにあっ

た政府資産、土地や建物を今売却しているとい

うこと、などなどで今、建設・不動産分野がか

なり動いてきています。ここはまだ外資が大き

く入ってくるという形ではなくて、主には現地

のミャンマーの企業のゼネコンあるいは政商

にとって重要であるということです。４番目が

消費財あるいは自動車とか家電など、携帯電話

なども含めた耐久消費財ですね。こういったも

のが、価格が下がったり、輸入が自由化されて

いることもあり、今非常に売れております。富

裕層が出てきているということなんですね。し

かし、ミャンマーの経済の中心はやはり農業部

門です。人口の７割は農村に住んでいます。Ｇ

ＤＰの半分くらいは農業部門から生み出され

ているということですから、やはり農業部門が

成長のカギになっていかないと、本格的な経済

成長にはなかなかならないわけですけれども、

その意味ではまだ農業部門の成長は鈍いとい

うことであって、まだ一部の成長分野が出てき

たというところにとどまっていると言えると

思います。 

 

輸出入が急速に拡大 

 

資源分野も含め、ミャンマーで好調なのは対
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外経済部門ということになります。まず貿易で

すが、ミャンマーの対外貿易は輸出入ともに拡

大しているんですね。巻末資料９の実線が輸出、

点線が輸入ですけれども、２００３年にアメリ

カが経済制裁を発動しており、ミャンマーの最

大仕向け地はアメリカだったわけで大体４分

の１くらい、主に衣類なのですが、それを失っ

たわけですね。しかし、その後も輸出入ともに

大きく伸びていった。これはなぜかというと天

然ガス輸出が好調だからです。これが経済制裁

の効果があまりなかったといわれるゆえんで

す。ＩＭＦのデータでは２０１０年が最新なの

ですが、実はＩＭＦのこのデータはミャンマー

の統計ではなく、輸入国側から集めたデータを

集めたものですが、それで見ると２０１０年に

は輸入が大きく伸びて貿易赤字が出てきてい

る。もちろん統計を取る条件、ＣＩＦとかＦＯ

Ｂとかが違うので何とも言えない部分はある

のですが、ミャンマーでは輸入が急増している

ということが見て取れるわけです。しかし、政

府側の統計、これは年度ですので正確には２０

１０年の４月から２０１１年３月までの年度

ですが、たしかに輸入も伸びているし、輸出も

伸びているということなのですが、まだかなり

貿易黒字がありますよ、というのがミャンマー

側の統計の姿だということであります（巻末資

料１０）。どちらが正しいのか、なかなか分か

らないのですけれども、これもミャンマーの経

済を見ていくうえで統計の問題というのが 1

つの大きなネックになるということです。 

２０１１年について商業省の方に聞きまし

たら、２０１１年はやはり輸入は大きく伸びて

いて、今、貿易赤字にはなっていないけれども

貿易収支はトントンくらいになっていると仰

っていました。いずれにしても貿易が大きく伸

びてきた。これがミャンマーの経済の原動力の

1つであります。 

そして２０００年から２００８年にかけて

輸出は３・３倍になったわけですが、どこに伸

びたのかということです。先ほど申し上げたよ

うに２０００年の時点で最大の仕向け地はア

メリカでした。それが２００３年に経済制裁で

ゼロになってしまったわけですけれども、それ

に代わって伸びているのがタイということに

なります。タイはほとんどがオフショアのガス

田からの天然ガスの輸出ということでありま

す。２００８年には 31 億㌦を超えているとい

うことで、ミャンマーの輸出の４割から半分近

くを占めています。それともう 1つ、２０１３

年、来年からは中国向けにシュエーというガス

田からの輸出が開始されることになりますの

で、中国も大きくシェアを伸ばしてくるように

なると思います。 

 

天然ガス、水力発電 自国で使わずに輸出 

 

巻末資料１２がガス田ですが、現在すでに輸

出されているのは、このヤダナーとイエタグン

という二つのガス田からパイプラインでタイ

に送っているものです。バンコクの電気はミャ

ンマーの天然ガスで煌々と光っているという

ことです。今建設が始まっているのがシュエー

というところで、ミャンマーを横断する形でパ

イプラインを敷いて天然ガスを輸出しようと

しています。また、後で申し上げますがチャウ

プーというところで今港を作っており、天然ガ

スのパイプラインと同時並行して原油のパイ

プライン、これは中東・アフリカから原油をタ

ンカーで持ってきて、ジャウピーにつくった新

外港で陸揚げして、原油を送るというプロジェ

クトです。埋蔵量を見ていただくとヤダナー、

イエタグンよりもシュエーの方が大きいとい

うことで、政府はもう 1つ外貨のお財布、ポケ

ットを持ったということになると思います。 

巻末資料１３の写真は２０１０年６月４日、

選挙前に温家宝首相がミャンマーのネピドー

に来られた時に起工式をやった時の様子です。 

一方、輸入についても２０００年から２００

９年にかけて３・３倍と大きく拡大しています

（巻末資料１４）。これはどこから増えている

かというと、これは圧倒的に中国からです。そ

れまでは 80 年代は日本からだったのですけれ

ども、これが中国に完全に取って代わられると

いう形で、２００９年では 36・７％が中国か

らくる。24・８％がタイ、14・３％がシンガポ
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ール、３・６％がマレーシアということで、こ

の４カ国から８割の輸入がなされています。 

 

中国との貿易で重要な国境貿易 

 

中国との貿易において非常に重要な役割を

果たしているのが国境貿易であります（巻末資

料１５）。この国境貿易のまわりの少数民族問

題というのは複雑なので今回は割愛させてい

ただきたいと思っております。詳しくは『ミャ

ンマー政治の実像』に一章設けて書いておりま

すので、そちらを見てください。いずれにして

も軍政時代に少数民族武装勢力、特に当時、中

国共産党から支援を受けていたビルマ共産党

の末裔の人たちとの停戦合意があって後、少数

民族武装勢力に対してミャンマー軍政が特区

という形で実質的には国の中の国という状態、

特区においては少数民族武装勢力が武力を保

持して、独自に貿易や経済政策も行うという地

域を与えたわけです。 

その結果、巻末資料１６は中国とミャンマー

の国境を表した地図なのですが、この国境地帯

のほとんどが少数民族武装勢力の支配地域に

なってしまっているということです。今の実際

の中国とミャンマーの国境貿易のルートとい

うのは、ミャンマー側がムセ（端麗）で、中国

側がルイリ（瑞麗）という町が貿易拠点になっ

ていて、そのゲートを通ってずっとラシオ、マ

ンダレーまでつながってきて、マンダレーから

ヤンゴンなど全国にじょうろの水が流れるよ

うに中国の物資が流れていくという状況にな

っているわけです。 

このムセ、ルイリの国境ゲートのある地域と

いうのは実は１９８７年に前の軍政のトップ

であるタンシュエ議長がビルマ共産党と戦っ

て奪い取った地域だったわけです。そのルート

も少数民族武装勢力の支配地域を縫うように

して、この地域をホワイトエリアと呼んでいる

のですが、少数民族支配地域はブラックエリア。

その真ん中がブラウンエリアといいますけれ

ども、そのホワイトエリアを縫うようにして走

っているというようなことになっています。 

ですから本来ならば、ここは、ＹＷＳＡ、ワ

州連合軍というところが支配している地域で

すが、そこのパンカン。昔はパンサイと言われ

ていたところからマンダレーまで真っ直ぐ来

ると近いのですが、貿易ルートとしては今は成

り立っていません。今は皆ムセから来ている。

このルートを整備したのがＡｓｉａ Ｗｏｒ

ｌｄというミャンマーの大手の建設会社、軍事

政権と非常に仲の良かった政商といわれてい

ますが、これが１９９８年に４６０㌔にわたる

この道を整備した。停戦合意によって治安が回

復されたことによって国境貿易が大きく発展

したということになっています。巻末資料１７

がマンダレー＝ムセの間の道路です。とてもき

れいな九十九折の道路です。パッと見るとこれ

が物資の主要輸送ルートとは思えないのです

が、ここをトラックがたくさん走っているとい

うのが現状です。国境ゲートでは巻末資料１８

のようにトラックが列をなして検査をされる

のを待っています。これがどのくらいの規模な

のかというと、いろいろな推計があるのですが、

おそらく輸出入の半分くらいは中国とミャン

マーの国境貿易で国境ゲートを通して行われ

ているのではないかと思います。それが貿易の

話です。 

次に外国投資の話ですが、これも中国、タイ

という近隣諸国からエネルギー資源。天然ガス

あるいは水力発電に対して入ってきています。

巻末資料１９のグラフの左の棒は１９８８年、

実際には１９８９年から２００９年までの軍

事政権時代の 20 年間にわたって受け入れてき

た投資の認可額を示したものです。右の棒は２

０１０年度と２０１１年度の 11 月までなので

２年弱の間の投資の受入額です。見ていただけ

れば一目瞭然のように中国は過去 20 年間の累

計投資額を超える２４０億㌦くらいの巨額の

認可が最近２年で行われたということです。で

は誰が投資したのかというと、圧倒的に中国。

それからタイ。そして香港。これは中国の迂回

投資ですので中国と考えていいと思います。も

う 1つは韓国。ここも天然ガスです。 

ではどの分野か（巻末資料２０）というと、

すでに申し上げましたが、まずひとつは水力発
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電です。水力発電はミャンマーと中国あるいは

ミャンマーとタイの国境にダムを建設して、送

電線でエネルギーを引っ張って持っていくと

いうプロジェクトです。それから石油・ガスと

いう分類になっていますが、これはほぼ天然ガ

スのプロジェクトです。オフショアの天然ガス

を開発する、あるいはパイプラインで持ってい

くためのパイプラインの投資をするというよ

うなプロジェクトです。鉱業は銅などがあると

いうことです。ということで近隣諸国からのエ

ネルギー開発を中心とした投資が大きく入っ

てきたということです。 

 

ミッソンダム開発凍結の衝撃 

 

巻末資料２１の写真はミッソンという水力

発電ダム、中国電力投資集団という国有企業で

すが、そこが中国の経済協力の一環としてつく

っていたダムなのですが、これはイラワディと

いうインターネットのニュースサイトから取

ってきたものですが、まだ建設中です。ミッソ

ンというのはミャンマー北部のカチン州で「ミ

ッソン」とは川が合うという意味なのですが、

これは二つの川がそこで出合って、そこからイ

ラワジ川になるのですね。だからイラワジ川の

源流です。そこに大型のダムを作って、中国に

ほとんどの電力を持って行くというプロジェ

クトだったのです。しかし、これはご存知のと

おり昨年９月 30 日にテインセイン大統領が国

民の反対運動あるいはアウンサンスーチーさ

んの反対表明を受けて凍結をしています。その

時に言った言葉がここに書いた言葉なのです

が、「我々は国民に選ばれた政府であり、国民

の意思を尊重するのは当然である。我々は国民

の懸念・心配に対して、真剣に措置をする責任

を有している。それゆえ、ミッソンダムの建設

は、我々が政権にいる間は、これを凍結する」

と言って凍結したということです。これは非常

に大きなインパクトを持つ事件になったわけ

です。 

しかし、その前すでに６月の段階で、同じく

中国のダタン（大唐）集団公司がつくっていた

タペインというダムがありました。これもカチ

ン州にあったわけですが、ここは建設に反対し

ていたカチン独立軍と国軍との戦闘の中で建

設がすでに中断されていたということがあり

ました。シュウェリーというのはミャンマーの

もっと南の方のシャン州なのですが、シュウェ

リーの水力発電第 1 号が―これは中国に８割、

国内に２割と言われていますが―できており

まして、２号機を建設中ということで、動いて

いるものもまだありますが、ここにきて新政権

の下で続けて二つの大きな中国の経済協力の

プロジェクトだった水力発電ダムが頓挫した

ということでありまして、ただ単にエネルギー

資源をミャンマーから買おうというプロジェ

クトについては今後見直しが迫られる可能性

が大きいと思います。 

以上が対外部門と資源開発の部門というこ

とになります。 

 

縫製業の最大輸出市場は日本 

 

続いて生産拠点としてのミャンマーです。ミ

ャンマーはもちろん豊富で比較的安価な労働

力があって、それを利用してすでに縫製産業は

２０００年代の前後で立ち上がっていました。

巻末資料２２のグラフで２０００年代の後半

にかけてグッと伸びています。年間９億㌦近く

までいったんですけれども、この時は市場が主

にアメリカそしてＥＵ向けであって日本向け

というのはほとんどありませんでした。それが

２００３年のアメリカの経済制裁、すでにその

前から経済制裁が発動されるぞという噂が出

た時点で買い控えがあったわけですけれども、

これによって２００５年まで大きく減少して、

４億㌦を切るところまで減少していたわけで

す。 

それが最近少しまた持ち直してきていると

いうことです。２００３年のアメリカの制裁に

よって８万人くらいの労働者が失業したので

はないかと私は推計しています。その後２００

５年をボトムとして少しずつ回復してきてい

るということなのですが、この増加は主に日本
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向けということになります。 

巻末資料２３は主要国のミャンマー衣料品

輸入のシェアですけれども、アメリカ向けは２

０００年の時は 54％がアメリカ向けに出てい

たわけですが、２００４年以降はゼロになりま

した。それに代わって日本向けが大きく伸びて

きて、２０１０年の段階ではＥＵを抑えて

37・５％ということで最大仕向け地となってい

ます。最近は韓国向けも伸びる状況となってい

ますが、韓国も同じ「チャイナ＋１」というこ

とで、中国の労働者の賃金の高騰や労働者不足

ということで伸びてきているということです。 

それでも対日輸入衣料におけるミャンマー

のシェアを見ると（巻末資料２４）、２０１０

年の段階ですけれども１％以下とまだ小さい

んですね。それでも２００５年から 10 年にか

けて３・５倍と非常に高い伸びは示しているわ

けですが、１％以下ということで、非常に伸び

しろがあるということだと思います。日本の縫

製の方々はすでに数年前からミャンマーに注

目して、すでに進出されているわけです。ある

いはバイヤーとしてオーダーをプレイスして

いるわけですが、私もよく問い合わせを受けま

す。「アメリカの経済制裁は続くのでしょうか」

という質問を受けるのですね。私は彼にとって

経済制裁が続くことは悪いことだと想像して、

その当時「残念ながらアメリカの経済制裁は続

くと思います」というお答えをしておりました。

そうすると日本のバイヤーさんは「ああ、良か

った」と基本的に喜ぶんですね。なぜかという

と、今は買い控えがあるアメリカやヨーロッパ

が入ってくると、オーダーが競合してオーダー

ができないと。日本の衣料、縫製は品質に非常

にうるさい。また納期が短かったりして、それ

でいてロットが少ない。そして手間賃というか

労賃も安い。ということで、アメリカのような

ローエンドのものですとドーンと大量なロッ

トで来て、もちろん手間賃も安いのですが、簡

単にできて、うるさいことを言わないというこ

とで、ベトナムなどが典型だったらしいのです

が、ベトナムもアメリカとの関係が改善する中

でアメリカ向けのオーダーが入ってくること

で、日本のオーダーがなかなか入ってこれなく

なってしまったということでした。ということ

で、ある意味で経済制裁というのは日本のバイ

ヤーさんにとってはむしろプラスだった、もち

ろんミャンマーにとっては制裁はマイナスだ

ったわけですけれども、そういう側面もあった

ということです。 

 

通貨チャット高問題がネック 

 

しかし、ミャンマーでこれから縫製産業、労

働集約的な産業が伸びていくかというと、ひと

つ大きな解題に直面しています。それは通貨の

チャットの実質為替レートの増価ということ

です。あとで詳しく説明したいと思いますが、

ミャンマーの２００４年のドルベースで見た

労働者の月当たりの賃金は 18㌦でした。当時、

私が実際にサーベイしたものですが、本当に世

界で一番安い賃金という水準だったのですね。

それが２０１１年になると、図 23 の下のライ

ンを使って説明したいのですが、75 ㌦になり

ました。これは４・２倍ということです。この

上昇というのは本等に労働者の賃金が上がっ

たのか。ほとんどが若い女性なのですが、彼女

たちの購買力が上がったのかということです

が、実はそうでもなくて、実質賃金つまり物価

上昇率を割り引いた賃金を見てみますと、２０

０４年から２０１１年で 30％くらいしか上が

っていない。しかも政府の発表している物価指

数はかなり低めに出るのではないかと言われ

ていますので、もしかするとほとんど実質賃金

が上がっていないのではないか、ということが

いえるんですね。ではなぜドルベースで賃金は

上がったのかというと、基本的には実質為替レ

ートが上がったからということです。この間、

実質為替レートは３倍くらいになっています。

30％ではなく３倍ですから本当に厳しい状況

にさらされているはずなんですね。それでもま

だ競争力を持っているということが、それまで

いかに通貨が安かったかということなんです

けれども、これについては後ほど少し説明した

いと思います。 

以上が生産拠点です。 
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インド洋へのアクセス求める周辺国 

 

最後にロジスティクスといいますか、インド

洋へのアクセスという視点から周辺国が各国

ともミャンマーに港をつくる、あるいは道路を

つくる、あるいは鉄道をつくるという形で出て

行きたいということをやっているプロジェク

トについて紹介したいと思います。 

まずタイですね。巻末資料２６にあるように、

タイは地図で当然、右隣にあるわけですけれど

も、皆様ご存知でしょうがダウェーというとこ

ろですね。タイのイタルタイという建設会社が

深海港をつくって、その後背地に特区をつくっ

て、その特区とバンコクを道路で結んで開発し

ていこうというプロジェクトがあります。これ

はベトナムのホーチミン、そしてカンボジアの

プノンペン、バンコクをつなぐ南部経済回廊の

延長線上にあって、ダウェーを通じてインド洋

に出て行く。ひいてはチェンナイをはじめとし

たメーンランドインドとつないでいくという

ロジスティクスを考えているプロジェクトで

す。 

つまり、タイはダウェーを通じてインド洋に

出て行きたいということです。 

タイについてはもう 1つ、東西経済回廊です

ね。これはまだミャンマー側の部分は開通して

いませんが、モーラミャインという港町から出

ていこうというプロジェクトもあります。 

もう 1 つのプロジェクトは中国が進めるチ

ャウピューです。先ほど天然ガス、原油の陸揚

げの港をつくっていると申し上げました。港が

できますから、ここも進んではいないのですが、

後背地に経済特区をつくって、マンダレー、そ

してムセまで道路を引いて、あるいは鉄道を敷

いて、雲南省がミャンマーを横断してチャウピ

ュー経由でインド洋に出て行くというプロジ

ェクトをやりたいと言っています。あるいはマ

ンダレーからヤンゴンに来て、ヤンゴン近くの

キラワという港を通じて出て行くということ

も考えているのですね。 

それから意外なところなんですが、インドも

実はインド洋に出たいというプロジェクトが

あります。インドでミャンマーと長く国境を接

しているのは北東インドという地域になりま

す。北東インドはバングラデシュが分離独立し

てしまいましたので、バングラデシュを通れば

カルカッタと結べるのですが、なかなかトラッ

クも通れないということで、チキンネックとい

われているところをグーッと回ってカルカッ

タと結んでいるのが現状です。ですから、ある

意味で北東アジアは陸の孤島になっていると

いえます。中国の雲南省と同じような地理的な

条件になっているのですね。ここにカラダン川

というのが走っているのですが、この川を通っ

てシットという町に出て、港を今インドの会社

がつくっておりまして、カルカッタに結びたい。

まあ北東インドがインド洋に出てメーンラン

ドに行くためのプロジェクトというものが進

んでいるということになります。 

巻末資料２７がダウェーですが、国境まで１

６０㌔、カンチャナブリまで 71 ㌔、そしてバ

ニュヤイまで１１０㌔ということで全体で３

５０㌔の距離です。ダウェーに深海港をつくっ

て、その後背地に経済特区をつくって、道路で

結んでいくということです。 

巻末資料２８が国境のコリドーの様子です。

こういう風になるかどうかは分かりませんけ

れども、高速道路があって鉄道があって送電線

があって、どこかにパイプラインも走っている

という絵です。 

巻末資料２９は中国がやっているチャウピ

ューで、今、一所懸命に原油のタンカー用の深

海港をつくっている最中です。右の写真には中

国港湾と書かれた旗が翻っていますが、こうい

うプロジェクトです。 

巻末資料３０はカラダン川開発プロジェク

トです。シットウェーというのがミャンマーの

ラカイン州の州都です。ここに深海港ではあり

ませんが、港をつくっています。この港に流れ

込んでいるカラダン川を遡ってカレワという

ところまで行って、ここにまたターミナルをつ

くっています。ここでトラックに載せ替えて、

ミゾラムの国境まで道路を通して、北東インド

につないでいくというプロジェクトです。そう
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すると北東インドのものもシットウェー経由

でカルカッタに運べるし、カルカッタから物を

北東インドに運ぶのも近くなるということで

す。 

ちなみに、このカラダン川というのは「カラ

ー」というのがインド人のことですね。「タン」

というのはとめるという意味で、私もこれは聞

いて驚いたのですけれども、インド人を止めた

川という意味らしいのですね。それは第二次世

界大戦後に日本軍が撤退して、内戦になった時

にインド人をこの川でビルマ側が止めたのだ、

という説明でした。今はインド人がこのカラダ

ン川を進むために使っているということでし

た。それまではカラダン川という名前ではなか

ったということです。 

巻末資料３１も最近よく話題になりますが、

ティラワです。これはヤンゴンの南にある場所

でヤンゴンから二十数㌔でしょうね。すでにテ

ィラワポートという港があるのですけれども、

この後背地２４００ヘクタールですか、ここを

経済特区（ＳＥＺ）にして開発したいというこ

とで、それを是非日本にやってほしい、という

ことを大統領が言ったということですね。日本

政府も官民そろってティラワの開発をどうし

たらいいのか、ということで知恵を絞っている

状況です。すでにこういう形でティラワの港は

ありますが、後ろは何もない原っぱのような状

況であります。 

以上がインド洋への出口としてのミャンマ

ーです。そして各国ともミャンマーをランドブ

リッジに使ってインド洋に出てきたというこ

とであります。 

こういった分野はいろいろ動き出している

のですが、では課題は何か、ということであり

ます。 

 

資源の呪いとオランダ病 

 

一番大きな課題はチャット高です。これはよ

く資源の呪い、あるいは資源の呪いによる経済

面におけるオランダ病とよく言われます。大き

な資源開発によって外貨がドーンと入ってく

る、あるいは経済協力資金がドーンと入ってく

る、あるいは投資マネーがドーンと入ってくる

ことによって実質為替レートが上昇してしま

う。ミャンマーの場合は、巻末資料３２は名目

の為替レートですが、私は２０００年から２０

０３年まで３年近くミャンマーにいたんです

けれども、この頃は毎日のようにチャットが下

落するという状況で、兎に角チャットは持って

いてはいけない、いつ使えなくなるかもわから

ないということで、なるべく両替しないでドル

で持っていて、必要な時にチャットに少しだけ

替えて生活するという状況でした。 

しかし今はチャットを持っていても安心で

きるのですね。次に出張に行くときにはもしか

したら得をしているかもしれないという状況

です。私のいた頃には一時１４００チャットく

らいまで行ったことがあるのですが、今は大体

８００チャットくらいで推移しているという

ことです。 

しかし、この間ミャンマーは年間 20％とか

30％というインフレがあったわけで、本来それ

くらい下落しても対ドルでは実質為替レート

は同じなのですけれども、その間、強くなって

いるということで３倍にもなってしまったと

いうことなのですね。そうなると当然のことな

がら、ドルベースでの、例えば衣料品であれば

労働集約的なものですし、農産物や水産物など

もドルベースでみると高くなってきて、競争力

がなくなる。 

政府もこのチャット高を解決しなければい

けないということで、昨年、10％ずつを取って

いた輸出税を２％まで減額をしたということ

です。ただそれでも８００チャット前後では輸

出競争力を持てない。コメにしても豆にしても

衣料品にしても維持できないという声が産業

界からは出ているという状況です。 

まあオランダ病というのは資源国によく見

られる状況ではあるのですが、なぜ悪いかとい

うと、資源は枯渇するわけです。枯渇した時に

製造業とか農業とかいった、実際に農民や労働

者に所得をもたらす裾野の広い産業がなくな

ってしまうことが問題なわけです。資源という

のは土を掘れば出るわけですから、こういった
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あぶく銭のようなもので、そういうお金はなか

なかうまく使えないものなのですね。無駄遣い

をしてしまって、裾野の広い経済発展に結び付

かないといわれています。 

オランダ病といわれていますが、ミャンマー

は本当に資源国なのかということですが、実は

私はそんなことはないのではないかと思って

います（巻末資料３３）。ミャンマーの天然ガ

スの輸出というのは２００８年には 31 億㌦で

した。これは輸出の 50％程度をしめたのです

が、人口が６０００万人であるとして１人当た

りで 52 ㌦にしかならないんですね。例えば中

東などですと、数万㌦という単位で石油収入は

あるということですので、ミャンマーの 50 ㌦、

たとえこれがシットウェーの中国向けの天然

ガスが出たとしても１００㌦程度ですから、そ

れで発展できるということにはならないと思

うんですね。 

ベトナムは原油を２００８年の段階で１２

６億㌦輸出していますが、ベトナムが資源国だ

という人はあまりいないわけで、あるいはベト

ナムは今、貿易赤字で苦しんでいる国ですね。

では、なぜこの小さな資源輸出でオランダ病に

なってしますのか、ということですが、ひとつ

は資源を国内で使わずに全量輸出していると

いうことです。これは軍事政権がもうやってし

まったわけで仕方ないわけですけれども、バン

コクの電気はミャンマーの天然ガスで明るく

光っているわけですけれども、ミャンマーは、

今は電気状況が良くなってきたとはいえ、やは

りまだまだ電化率は低いわけです。ちょっと経

済発展すれば電力不足になることは間違いな

いということです。 

それから経済規模自体が非常に小さい。ＩＭ

Ｆの推計で４３０億㌦というところに認可額

ベースですけれども２４０億㌦もの投資が数

年で行われるということですので、そのインパ

クトが大きいということですね。 

 

まだ続いている輸入規制 

 

それから、まだ輸入規制をやっているんです

ね。だいぶ解除されてきてはいるのですが、基

本的にこのエクスポート・ファースト・ポリシ

ーというものを維持しています。このエクスポ

ート・ファースト・ポリシーというものは１９

９７年以降、ミャンマーが貿易赤字に苦しんで

いた頃に導入された制度で、民間企業は輸出を

した外貨の範囲内でしか輸入はできないとい

う制度です。基本的には外貨を輸入させない、

外貨を使わせないという趣旨だったのですが、

まだこういうことをやっているわけですね。そ

れから並行為替市場自体が小さいということ

です。 

ということで、かなりの部分は政策によって

引き起こされている通貨高というところがあ

ります。ですから、輸入の自由化を進めていっ

て、民間企業はとにかく生産をするためには輸

入材、機械もそうですし、原材料もそうなんで

すけれども、この輸入材を非常に必要としてい

ます。それから今後、経済発展が進んでくれば

エネルギー自体の需給バランスも変わってく

るわけですね。現在でも石油製品は 10 億㌦く

らいですので、これから出てくる資源は国内で

使って、国内の産業発展に結び付けていくこと

が必要だと思います。 

輸入需要が強いといったのですけれども、巻

末資料３４も２０１０年度までのミャンマー

側の統計です。２０１０年度に非常に大きく伸

びているのがお分かりいただけると思います。

石油製品も伸びていますね。２０１１年度に入

って、まだ統計をきちんと見ておりませんが、

もっと輸入が拡大していることは間違いない

と思います。それは輸入自由化をこの政権にな

ってから進めているということですね。結構大

きいのはポンコツ車代替計画というのがあり

ます。本にもちょっと書いたのですが、これは

日本の中古車市場に大きなインパクトをもた

らしたといわれるくらいなのですが、40 年以

上古い車については輸入ライセンスなしに輸

入できますよ、ということで、多分皆さんは何

が画期的なのか分からないと思うのですが、こ

れは非常に画期的なプロジェクトだったので

すね。このプロジェクトによって、この数カ月

でミャンマー、特にヤンゴンでは車がものすご
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く増えました。交通渋滞が始まっています。携

帯電話も 10 年間で３０００万台を普及させる

ということで、今年は４００万台やるのだとい

うことで進めています。 

巻末資料３５は２０１１年上期（１－６月

期）までの数字ですが、中国からの輸入、タイ

からの輸入、日本はレベルは小さいですけれど

も、日本からの輸入も非常に大きく増えており、

貿易赤字になるのも時間の問題なのではない

かと見ております。 

 

米中とのバランス…日本の重要性再浮上 

 

最後に日本の対ミャンマー政策について少

し考えてみたいと思っております（巻末資料３

６）。軍事政権時代に日本の援助を止めていた

ということもあって、中国あるいは韓国などの

影響は経済的にも大きかったわけですね。日本

はこの間、欧米が経済制裁を科す、中国がその

間隙を縫って介入政策で経済協力なども含め

てプレゼンスを高める中で、日本の立ち位置と

いうのはややあいまいなところがあったとも

思います。その結果、軍事政権時代を通じて影

響力は若干低下していったということです。一

方、中国のミャンマー政策というのは、はたか

ら見ると、かなり自国の戦略的利益の実現に向

けて明確なポジションを取っていたのではな

いかという感じがします。ただ、これは実際中

国の研究をされている方に聞くとそんなこと

はなくて、中央政府であったり地方政府であっ

たり国有企業であったりというそれぞれのプ

レーヤーがそれぞれ自分の利益を求めて行動

した結果、そうなっただけだ、ということかも

しれませんが、いずれにしてもかなりプレゼン

スを高めていったということです。 

ただ、ここにきて新政権が中国とアメリカと

のバランスを取るという中で日本の重要性が

再浮上してきていると思います。 

では日本の強みは何かということですが、そ

れはやはり経済開発における真摯な協力者と

して活動できることではないかと思います。日

本は資源を持っていくだけ、というところには

あまり関心はありませんし、その意味では製造

業であったり農業であったりサービス業であ

ったり、ミャンマーの裾野の広い経済発展、産

業発展の協力をすることができると思います

し、ミャンマーが一番ほしがっている技術移転

であったり、あるいは人材育成を含めた投資で

あったり経済協力をやっていく力があると思

います。 

それともう 1つ、昨年からすでに実現してい

るのですが、ミャンマーはまだトップダウンの

国なので、ハイレベルの対話、首脳レベルでの

対話が必要かなと思っております。 

巻末資料３７は日本の援助の額の推移を示

したグラフです。ちょっと古い数字で恐縮なの

ですが、これは世銀とかＡＤＢ（アジア開発銀

行）とか西ドイツとかも含めた額ですけれども、

１９８８年までは４億５０００万㌦も入って

いたわけですけれども、それが今や１億㌦いか

ないような数字になってきているわけです。現

時点（２００８年）、日本はミャンマーに対し

て４２００万㌦で、円借款はありません。対カ

ンボジアが１億１５００万㌦、ラオスも６６０

０万㌦、ベトナムは６億１９００万㌦です。先

ほど申し上げたようにミャンマーの規模感は

ベトナムと同じくらいと考えれば、今後 10 倍

くらいのオーダーで膨らんでいくことも十分

考えられます。 

中国にとってもミャンマーは重要な援助対

象で、巻末資料３８も古いデータですが、この

時点で２億８９００万㌦くらい援助している

ということです。 

 

まだまだ少ない日系進出企業 

 

最後に日系企業の進出動向ですが、巻末資料

３９はヤンゴン日本人商工会議所の会員数で

す。97 年、98 年くらいにヤマがあります。こ

れは 95 年のアウンサンスーチーさんの第 1 回

解放をうけて第１次ミャンマーブームが起き

た時です。しかしその後、アジア通貨危機やア

メリカの経済制裁の発動などでブームが冷め

ていって、その後だんだん減少のトレンドでし
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た。ここ数年は 50 社程度で推移してきたとい

うことです。まだ 52 社、53 社ということで、

まだまだ実際には動き出していないというこ

とですね。ちなみにプノンペンなどは 90 くら

いまでいっていると聞いています。この数カ月、

半年で 30 くらい増えているということですの

で、まだそういう実際のビジネスまで結び付い

てきていないということなのですね。ただ、第

二次ミャンマーブームであることは間違いあ

りません。 

そういう中で日本の強みはミャンマーが親

日国だということが言えると思うのですね。巻

末資料４０は大学の合格ラインを示したもの

なのですけれども、女性の方が圧倒的に点数が

高いのです。そうしないと全部女性になってし

まうということで、医科大学が一番難しいので

すが、30 点くらい差をつけていて、女性だと

４９５点取らないと入れないのですが、男だと

４６６点で入れるんですね。それはいいのです

が、ヤンゴン外国語大学の点数を見てみますと、

英語が一番人気があります。次がまだ日本語で

す。その次が中国語ですが、もう迫ってきてい

ますね。それから韓国語ということで、今、韓

流ブームでみなさん非常に韓国大好きになっ

てきておりますので。それでもまだ日本語を勉

強したいという人がたくさんいるということ

ですね。 

以上ですけれども、最後に軍政という霧が晴

れるということになります。まだまだ低開発国

ですので、インフラや投資環境の改善が必要な

のですけれども、将来的にミャンマーが持つ潜

在力が開化することは間違いないと思ってい

ます。すでに今回ご説明した分野で経済は動き

出しておりますけれども、まだこれが大きな動

きになるというところまではいっていない。特

にその中で気をつけなければいけないのは、こ

の「資源の呪い」に陥らないことだろうと考え

ております。今後、経済改革が進み経済発展が

進んでいく中でミャンマーは人的、技術的ある

いは資金的援助が必要なわけですね。そういう

中で日本は多分非常に重要な役割を果たすこ

とができるのではないかと思います。 

 

≪質疑応答≫ 

 

質問 1 週間前にミャンマーから帰ってき

たが二つのことに驚いた。ひとつはアメリカの

ドルのポジションがとても強い。どの店でもド

ルが使えた。もう 1つはクレジットカードがあ

まり使えなかったので、ミャンマーではどうや

ってお金を引き出すかが問題でした。 

 

工藤氏 アメリカが経済制裁しているので、

ドルは対外取引で決済では使えないというこ

となのですが、おっしゃる通りミャンマーに行

くとほとんどがドルなのですね。一部、人民元

が非常に使えるようになっているとか、あるい

はタイのバーツ圏だとか言う人がいるのです

が、そんなことは全然なくて特にヤンゴンはほ

とんどがドルです。円もほとんど使えないとい

う状況ですね。ドルのキャッシュの流通が昔の

闇両替の時代からずっと続いていて、一番使い

やすいのがドルだということなんだと思いま

す。それが現状だと思います。 

クレジットカードについては経済制裁の影

響があると思います。全く使えないということ

はありません。例えばホテルでどうしてもと言

えば使えるのですが、大体４％くらいのサーチ

ャージを取られます。通信事情が悪かったり、

なかなかベリファイしてくれなかったりとか

で時間がかかることもあって、ホテルなどの受

取側も嫌がりますし、支払う側も高いサーチャ

ージでなかなか使えないということですね。こ

れは経済制裁がとけて、通貨の決済システムな

どが整ってくれば解決してくる問題だろうと

思います。実はこのクレジットカードの問題と

いうのが結構大きくて、例えば旅行者がお土産

を買いたいといえば、普通でしたらクレジット

カードを使って、大きいものでしたらＤＨＦか

クーリエで送ることになるのですが、ミャンマ

ーの場合、両方ともなかなかできないんですよ

ね。そうすると、旅行者が行ってお土産を買い

たいといってもキャッシュで支払わなければ

いけないので、買えないということですね。意

外とクレジットカードが使えないというのは
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地元のレベルでも影響は大きいのではないか

と思います。その辺も経済制裁が解除されれば

使えるようになると思っています。 

 

質問 縫製関係企業以外にどういうところ

からミャンマー進出についての問い合わせが

あるのか。第二次ミャンマーブームといっても

投資額などを見ると日本企業は出遅れ感があ

るのではないか。 

 

工藤氏 ミャンマーは労働集約的な産業と

いうことで、たしかに縫製が一番多いのですけ

れども、かなりいろいろな業種の方が行ってい

ます。今回は内訳を示していませんけれども、

日本商工会議所も工業部会だけではなく金融

部会、貿易部会、サービス部会などいろいろな

分野の方が行かれているということで、ミャン

マーは生産拠点だけではなくていろいろな使

い方があるといっては語弊があるかもしれま

せんが、いろいろな分野でのビジネスの可能性

があるのかなと思います。具体的には今最も多

いのは「中古車を輸出したいのだが」とか、「中

古車修理工場をミャンマーにつくりたいのだ

が」とか、「電機・電子部品の製造をしたい」

とか、あとはホテルとかサービスアパートメン

トとか、今外国人がたくさん入ってきています

から、「そういう不動産開発をしたい」「ホテ

ル開発をしたいのだが」という方とか、「湿布

薬を売りたい」とか「ペットフードを輸出した

い」とか、あるいは「農作物を買いたい」とか。

あとはインフラ関係ですね。電気、道路、ヤン

ゴンの都市開発関係の水ですね。この間、北九

州市に行ってきたのですが、水の技術などへの

関心を持っておられましたね。いろいろあって

思い出せないところもあるのですが、とにかく

ベトナムでいろいろなビジネスがあると思う

のですが、ベトナムでできることはほとんどで

きるという感じではないかなと思います。 

 

質問 ミャンマーの企業はほとんど国営か。

民営はあるのか。スーチーさんの経済政策はど

うなのか。 

 

工藤氏 ミャンマーは国有企業の割合はそ

う大きくないのです。ミャンマーで大きい国有

企業というのはインフラ関係です。天然ガスは

国有企業が独占しています。電気や郵便や通信

というのは大体が国有企業か国有企業との合

弁が多いのです。じゃあ民間企業はないのかと

いうと、製造業などはほとんどが民間企業と考

えていただいていいと思います。たしかに国有

の製造業もありますが、市場でのプレゼンスは

小さいという状況です。ミャンマーの民間企業

は、特に工業団地などを見ていただくと分かる

のですが、この非常に悪い環境の中で非常に頑

張っていて、企業家精神のある方もたくさんい

るんですね。ですから、外資が入ってくると外

資と組む形で成長、発展できる民間企業はたく

さんあるのではないかと思います。 

アウンサンスーチーさんの経済政策ですが、

今回も４月１日に補欠選挙がありますが、彼女

が訴えていることというのは、法の統治、少数

民族との和平、憲法改正。憲法改正というのは

憲法の中に４分の１の議席は国軍に与えるな

どいろいろ非民主的な条項が入っているとい

うことで改正するということを言っておりま

して、経済発展についてはもちろん貧困削減、

生活水準の向上ということは言いますけれど

も、具体的に何をやるかについては私もあまり

聞いたことがありません。まだスーチーさんの

焦点は人権であったり民主化というところが

プライオリティーとして先に来ていると思い

ます。 

 

質問 アメリカが制裁解除した場合、日本の

重要性は変化するか。 

 

工藤氏 経済制裁は解除される方向である

ことは間違いなく、いつ解除されるかが問題に

なっていると思います。解除されれば欧米の企

業が入りやすくなってどんどん入ってくるの

は間違いなく、競争がでてくることになります。

ただ私は日本は今まで経済制裁があって動き

にくかったが、今度動けるようになるという中
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で、日本のできることはかなり拡大していくの

ではないかと思います。欧米企業と日本の企業

のミャンマーに対する距離感を見ると、欧米は

資源とかインフラ開発はやると思うのですが、

日本の企業がミャンマーを捉える距離感とは

違って、距離感が大分近いのではないかと思う

のですね。アメリカがミャンマーにインフラの

経済協力をすぐにしてくるとは思いませんの

で、日本が経済協力で出していく金額も、分野

も広いのではないかと思います。経済制裁を解

除するといっても制裁をしていた国ですので。

日本は、そうはいってもできる部分、人材育成

とか、私も週末には大学で集中講義をやってい

たのですが、ミャンマーの政府のお役人さんが

２人ほど参加してくれたのですが、そういうこ

とを十何年も続けてきたわけですよね。日本の

プレゼンスは高まっていくと思います。日本は

インフラを輸出するにしても、例えば、今ミャ

ンマーは橋などをかなりつくれるんです。長い

橋も自分たちでつくれるようになっていて、こ

れは聞いた話ですが、社会主義時代にＪＩＣＡ

がＯＤＡで橋を造る中で協力技術を供与して

きて、その技術が綿々と残っていて、今逆にな

くなりつつあるという危機感があるらしいの

ですが、橋を自前で造れるようになったといっ

ていました。ですからいろいろなインフラ関係

のプロジェクト、大型プロジェクトをやってい

く中で技術協力や人材育成と組み合わせる形

で、ミャンマーにとって中長期的に役立つ経済

協力もできるのではないかと思うので、その意

味では日本のプレゼンスは大きくなっていく

だろうと思います。 

 

質問 政権の経済政策だが、透明度はどうか。

アジアで軍政からスタートした政権は軍が経

済政策の根幹を握り、既得権益が発生してくる。

今急激に開放政策を行っているように見える

が、この動きは旧来の既得権益とぶつからない

のか。軍のファミリービジネスが握る産業領域

への参入で許認可など参入障壁はないのか。企

業進出に際して政治的に虎の尾を踏むことは

ないのか。 

 

工藤氏 まさにそこがポイントだと思って

いますが、同時にそこが分からないのでお答え

が難しいのです。急に透明度が高まっているよ

うに見えるし、実際にポンコツ車代替計画、こ

れがなぜ画期的かというと輸入ライセンスが

なくとも輸入ができるということなのです。輸

入ライセンスというのは既得権益のかたまり

のようなもので１枚もらえれば家が建つとい

うようなものだったのですけれども、それを今

まさに崩している。携帯電話もどんどん安くな

っているわけですけれども、これも政府が独占

し、公務員が申請して安く買って横流しすると

いうことだったのですが、そういうのが一部な

くなってきているわけです。 

これは周りの国を見ていて、いくら何でもミ

ャンマーのような国でカローラリミテッドの

20 年落ちが１５０万円も２００万円もすると

いうのはおかしいよ、ということなのではない

かと思うのですね。携帯電話が何千㌦もする。

他の国はタクシーの運転手も持っているじゃ

ないかという中で、さすがに普通の生活がした

いよということで、そういう部分の力というの

が経済改革の力だと思うのですね。しかし、お

っしゃる通りそれをどこまで自由化できて、ル

ールに基づいた許認可にできるのか。まだそこ

まではいっていないのですね。一番大きいのは

軍の持っている権益、政商といわれる人たちの

持っている権益が実際分からないし、そこは虎

の尾を踏むということもありうると思うので

すが、ただそのためにも外資を呼んでくると、

外資は能力のあるところと組みますので、利権

で食べていた政商とは一切組めない。名前を出

して何ですけれどもトゥーグループなどはミ

ャンマー軍政との関係で発展してきたところ

ですが、最近は名前を聞かなくなってきていま

すね。そういうところは外資がどんどん入って

きた時に大手がそういうところとは組めない。

まともなところと組んでいきます。そうやって

どんどんパイを拡大していくことによって経

済が回っていくような状況をつくっていくし

かないのではないかと思います。ただ、その問

題はそう簡単ではないと思っておりまして、現

時点では具体的には出てきておりませんが、権
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力闘争にも多分つながるものだと思っており

ますので、ウオッチしていく必要があると思っ

ています。 

 

質問 資源の呪いに陥りオランダ病になる

政策をなぜしているのか。 

工藤氏 なぜオランダ病になるような政策

をしているのか、ということですけれども、ひ

とつは政治的環境ということだったのではな

いかと思います。今、天然ガスが中心なのです

が、天然ガスを外国にこれだけ売ってしまう。

国内で産業発展に使えばよかったと思うので

すが、軍政時代に経済制裁を受け、外貨繰りに

非常に苦しむ中で今回のような棚からぼた餅

のような外貨はとても貴重だったと思います。

税金も取れない中で、この外貨がなければミャ

ンマー軍政はもっと早く経済改革に取り組ま

ざるを得なかったというくらい軍政の経済基

盤を確固としたものにした。このお金がなけれ

ばそもそもネピドーに首都を移転したり、ミグ

戦闘機 10 機を買うとか、軍拡をするというよ

うなことはできなかったと思います。民間部門

に稼がせて外貨を獲得しなければ、彼らも生活

できなかったと思いますが、外貨のおかげでそ

ういうことができた。しかし、これは売らない

とだめですね。国内で産業にしてしまったら外

貨は入らないのですから。売って外貨にして自

由に使えるお金にするということが必要だっ

たのだと思います。 

それから輸入規制のようなものが残ってい

ます。エクスポート・ファースト・ポリシーが

典型なのですが、これは１９９０年代に非常に

外貨繰りに苦しんだ時、もちろん 21 世紀にな

れば天然ガスによって大きな外貨が入ってく

ることは知っていたわけですが、その間のあと

５年くらいもたせなければならない、どうした

らいいのだろう、という時に自由化する、経済

改革をするという道もあったのですけれども、

ミャンマー軍政はその時、後ろ向きになってい

ったわけで、何とかコントロールすることで輸

入を減らしていこうということになっていっ

たのですね。輸入規制のみならずいろいろな規

制に入っていって、悪い循環に入ってしまった

のだと思います。 

今考えてみればこの輸入規制にはもう意味

がないわけですが、慣性ですね。なかなか直せ

ない。ようやく新政権になって経済改革の一環

として為替レートの改革などとあわせて輸入

規制の改革となってきているわけです。 

二重課税を含めたさまざまな改革は今議論

をしている最中で、アジェンダは出ていますが、

具体的にどうやっていくかについての方法論

のところまできています。ということで改革は

進んでいく、エクスポート・ファースト・ポリ

シーのようなものもなくなっていくと思いま

す。そうはいってもオランダ病については簡単

に解決できるものではないと思います。ミャン

マーは今愛されていますので経済協力も投資

もどんどん入ってきて資源輸出も続くという

ことで、うまくコントロールしないとミャンマ

ーはオランダ病になる可能性はあります。しか

し、これをうまく解決して発展していけば輸出

志向型で発展していくことになるのではない

かと思います。どういう分野が成長するかとい

うと、ミャンマーの比較優位のある分野、労働

集約的な産業、具体的には縫製であったり靴、

電機・電子部品。それから農業ですね。製造業

と農業が二本柱ですね。それから外資をもう 1

つのエンジンとして外資を導入することによ

って外資主導の経済発展という、他の先進ＡＳ

ＥＡＮやベトナムがたどったような道をたど

るのではないかと思います。日本に関しては、

製造業にしても農業にしても日本が得意とす

る分野はたくさんあるのではないかと思いま

す。 

 

※この会見詳録は、「アジア時報２０１２年４ 

月号」より転載しています。 

 

（文責・編集部） 
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報告の構成
1. 国の概要

1) 13年後のベトナム?
2) ヤンゴンとデルタ、マンダレーと中央乾燥地帯

2. 動き出す経済

1) 対外貿易の拡大：天然ガス輸出と国境貿易

2) エネルギー開発への外国投資

3) 生産拠点

4) インド洋へのアクセス

3. 経済成長の機会と挑戦

1) 資源の呪い

2) 中国の台頭

3) 経済統合

4.日本の対ミャンマー政策



ミャンマーの位置：大メコン圏（ＧＭＳ）のひとつ

出所：ADBのHP

中国雲南省

広西チワン族自治区

カンボジア（Ｃ）

ラオス（Ｌ）

ミャンマー（Ｍ）

ベトナム（Ｖ）

タイ



人口、面積、経済規模、所得水準

• 人口はタイとほぼ同じ規模（本当か？）、面積は東南アジア大陸部で最大
（ベトナムの倍）、名目GDPはベトナムの4割、タイの15%程度。

• 年7%成長を続けた場合、13年で現在のベトナムの経済規模に、30年で現
在のタイの経済規模に達する。

• 天然資源（天然ガス、翡翠・宝石、木材、鉱物、農作物、水産物等）が豊
富。

ミャンマーと周辺国の規模

人口 面積 名目GDP １人当たり
ＧＤＰ

（実数値） 6119万人 677千Km2 430億ドル 702ドル

（=1.0） 1.0 1.0 1.0 1.0
ベトナム 1.4 0.5 2.4 1.7
タイ 1.0 0.8 7.4 7.1
カンボジア 0.2 0.3 0.3 1.2
ラオス 0.1 0.4 0.1 1.4
（出所）IMF、国連統計等。

ミャンマー



所得水準は低い，しかし成長率は高い･･･(?)
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• ベトナムとの格差は
拡大（1990年時に
▲30ドル→2010年に
▲470ドル。

• しかし，伸び率は高
い（約10倍）。とくに，
2000年代の伸びはベ
トナムを凌駕(？)。

• 但し，これには2つの
留意点あり。
①1999年度以降の
政府発表GDPの過
大評価（2桁成長）。
②2007年以降の現

地通貨チャットの増
価によるドル・ベー
スでの上昇。
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（出所）IMF, World Economic Outlook Database, April 2011.
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(出所）
MIMUの
HPより。

行政区分

7地域
（ビルマ族中心）

7州
（少数民族中心）



(出所）
MIMUの
HPより。

人口の分布
• 7地域の人口密度

が高く，7州のそれ
は低い。

• 第1の都市は下ビ

ルマのヤンゴン，
第2の都市は上ビ

ルマのマンダレー。
首都はネピドー。

• 人口が稠密地域は

①エーヤワディ・デ
ルタ及びヤンゴン
周辺

②中央乾燥地帯及
びマンダレー周
辺

③北部ラカイン州
の3地域。
• 産業集積は第1に

ヤンゴン、第2にマ
ンダレー。
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動き出す経済とビジネス・チャンス
新政権下で経済改革が進む以前から，ミャンマー経済にはい
くつかの成長分野が登場。しかし，誰にとっての成長分野か、
ビジネス・チャンスかが重要。

① 資源開発（天然ガス，電力，鉱物）→パイプライン，送電
線，陸路で中国，タイへ輸送＝近隣諸国にとって重要。

② 労働集約産業（衣類，靴）＝「China+1」の生産拠点→日
本，韓国にとって重要。

③ 建設・不動産→公共投資，政府資産（土地・建物）の売却，
土地バブル（?）の発生＝大手ゼネコン，政商にとって重
要。

④ 消費財，耐久消費財（自動車，家電等）＝一部の富裕層
にとって重要。

しかし，ミャンマー経済の中心である「農業部門」の成長は鈍
い＝多くの国民にとって重要。



• 21世紀に入り、天然ガス輸出の本格化により輸出拡大。

• 2003年には米国の経済制裁により最大仕向地を失うが、その後も輸出は好調に推移。

9

対外貿易の拡大（１）
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• 但し、2010年には輸入が大幅に増加。IMFのDOTによれば再び貿易赤字に転落。し
かし、ミャンマー中央統計局の数字では貿易黒字。

10

対外貿易の拡大（２）
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• ミャンマーの輸出額は、2000年から2008年にかけて3.3倍（2009年に
は2.8倍に減少）。

• ２１世紀に入り、タイ向け天然ガスの本格化。2008年に31億ドル超。
2009年は26億ドル弱。2013年からはシュエ・ガス田から中国への輸
出が開始予定。

• アメリカ向け衣料品の輸出は、2003年7月の経済制裁で停止。

① 輸出の拡大

ミャンマーの輸出

1 シンガポール 14.3% アフリカ 19.7% アフリカ 14.3% シンガポール 16.0% アメリカ 22.4% タイ 45.8%

2 アフリカ 10.6%シンガポール 9.7% タイ 12.0% インド 12.2% タイ 11.8% インド 12.8%

3 日本 9.9% 香港 9.1%シンガポール 11.3% 中国 11.3% アフリカ 8.6% 中国 10.6%

4 インドネシア 9.5% 日本 8.4% インド 10.8% アフリカ 9.3% インド 8.2% アフリカ 6.4%

5 香港 7.6%インドネシア 7.0% 中国 8.1% インドネシア 8.0% 中国 5.7% 日本 5.6%

(Source) IMF, Direction of Trade .

1980 1988 1990 1995 2000 2009



天然ガス開発・輸出

• ラカイン州沖のシュエー・
ガス田から天然ガスをパ
イプラインで輸入（2011年

時点で中国の天然ガス消
費の2割は輸入）。

• 同時に，原油パイプライ
ンを敷設。中東・アフリカ
原油の新たな調達ルー
ト。

12

ガス田 埋蔵量（tcf）

Yadana / Yetagun 9.7

Shwe A1 10-14

(Source) Shwe Gas Movement, 2006. 
（出所）JOGMEC坂本茂樹氏作成
（2008年6月27日）、HPより。



中国の原油・ガス パイプラインプロジェクト
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• 中国の国有石油大手、中国石油天然ガス集団（CNPC）は2010年6月4
日、ミャンマーから中国に原油と天然ガスを輸送するパイプラインの建
設に正式着工したと発表。着工式は同3日、中国の温家宝首相とミャ

ンマーのテインセイン首相立ち会いの下、ミャンマーの首都ネピドーで
行われた。

（写真はNew Light Myanmar, 2011年6月4日より）
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• ミャンマーの輸入額は、2000年から2009年にかけて3.3倍。

• 輸入物資の供給先として、日本に代わって、中国が台頭。

• 中国、タイ、シンガポール、マレーシアの４ヵ国で約８割。

② 輸入の拡大

ミャンマーの輸入

1 日本 43.7% 日本 39.0% 中国 20.6%シンガポール 29.9% タイ 18.3% 中国 36.7%

2 イギリス 8.8% イギリス 9.1%シンガポール 17.9% 中国 29.0% 中国 18.0% タイ 24.8%

3 ドイツ 7.4% ドイツ 6.7% 日本 16.6% マレーシア 10.8% シンガポール 15.8%シンガポール 14.3%

4 シンガポール 6.1% アメリカ 6.0% ドイツ 4.8% 日本 7.4% 韓国 10.5% マレーシア 3.6%

5 アメリカ 5.0%シンガポール 5.8% マレーシア 4.7% 韓国 4.1% マレーシア 8.4% 韓国 3.4%

(Source) IMF, Direction of Trade.

1980 1988 1990 1995 2000 2009



国境貿易・国境地域の治安
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• 中緬国境貿易は1988年に

公式に開始（＝対外開放政
策）。国境貿易が可能と
なったのは「治安」の回復に
よる。

• 1986-87年に国軍がビルマ

共産党に攻勢。国境貿易
ルートを奪還。1989年4月，

ビルマ共産党が分裂。国軍
と停戦合意。ワ州連合軍，
ミャンマー民族民主同盟軍
（コーカン），民族民主連盟
軍（シャン，モンラーG），カ

チン新民主軍（カチン）等に
「特区」設置→「特区」は国
境貿易を阻害。



国境貿易・国境地域の治安

• 中緬は約2200㌔の国境を接する
が，1960年に国境確定しており，両
国間に国境問題なし。

• 雲南省にとってミャンマーは最大の
貿易相手国。ミャンマーにとっても
中緬国境貿易は経済の大動脈。

• 援蒋ルートの復活。ＧＭＳプログラ
ムのＲ４ルート。

• Asia Worldによるマンダレーとムセ
（瑞麗）を結ぶ460 キロの道路の拡
幅・舗装が1998年に完成。

• 輸送日数の短縮：数日～１週間
→12～16時間

• 国境貿易の隆盛は、国境地域およ
び貿易ルートの治安回復による。

Map 1: Areas under Control of Ceasefire Groups and New “Burma Road” 

(Source) Tom Kramer, ”Neither War Nor Peace: The Future of the Cease-Fire 
Agreements in Burma” (Transnational Institute, Amsterdam, July 2009, 
http://www.tni.org/report/neither-war-nor-peace, accessed on 28 August, 2009). 
The author added the route of new “Burma Road”. 

New “Burma Road” 

16
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マンダレー＝ムセ道路



ムセ105マイル（輸出ゲート）



外国投資①
•2010年度以降，中国（香港）、タイ、韓国からの大型投資が相次ぐ。 2009年度
までの累計額（20年間）を超える外国投資（1.5倍）が認可。

•2010年度は「中国投資元年」。

19



外国投資②

• 2010年度以降の中国（香港）・タイ・韓国企業による投資は，資源
開発（天然ガス、水力電力、鉱業）へ。

20



水力発電ダム
• ミャンマー領内に水力発電ダムを建設。電気を送電線で中国へ輸出。シュウェリー水

力発電No.1完成（中国へ80％，国内で20%の電力を使用）。No.2を建設中。

• タペイン水力発電ダム（中国大唐集団公司）はカチン独立軍（KIA）と国軍の戦闘で建
設中断。ミッソン水力発電ダム（中国電力投資集団）は，2011年9月30日にテインセイ
ン大統領が建設凍結を宣言。中国電力投資集団は他に6つの水力発電ダムの建設
を計画。

21(Source) Irrawaddy, Sept. 3, 2011.

「我々は国民に選ばれた
政府であり，国民の意思
を尊重するのは当然であ
る。我々は国民の懸念・
心配に対して，真剣に措
置をする責任を有してい
る。それゆえ，ミッソンダ
ムの建設は，我々が政
権にいる間は，これを凍
結する（Thein Sein大統領

の議会へのメッセージよ
り抜粋，2011年9月30
日）。



• 1990年代央より、欧米市場で成長。2000年には最大輸出品に。
• 2003年の米国経済制裁により、大打撃。労働者８万人（全労働者の約半分）が失業。
• 近年、日本向けで回復。しかし、まだ低水準。

22

生産拠点①

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

19
85

 

19
86

 

19
87

 

19
88

 

19
89

 

19
90

 

19
91

 

19
92

 

19
93

 

19
94

 

19
95

 

19
96

 

19
97

 

19
98

 

19
99

 

20
00

 

20
01

 

20
02

 

20
03

 

20
04

 

20
05

 

20
06

 

20
07

 

20
08

 

20
09

 

20
10

 

（出所） UN Comtrade及びWorld Trade Atlas。

ミャンマーの衣料品輸出

国連貿易統計

22ヵ国輸入統計

（100万ドル）

アメリカ経済制裁

日本向け増加



生産拠点②
• 2003年の米国の経済制裁で最大市場を喪失。

• 現在，ミャンマー縫製業にとって日本は最大輸出市場。2009年，2010
年には4割近くのシェアを占める。

23



生産拠点③
• アジア低開発国の中では、ミャンマーは対日輸出が大きい。これには

欧米諸国の経済制裁の影響もある。現時点では，アメリカの経済制
裁は解除されていない。引き続き，日本向けが伸びる。

• 日本の衣料輸入において，ミャンマーは第7位。最近5年間で3.5倍の
伸び。それでも，シェアは1％以下であり，成長の余地が大きい。

24



生産拠点④

25

•チャットの対ドル実質為替レートの増価→ドル建
賃金の上昇

ミャンマー縫製労働者の賃金（概数）

賃金 物価 為替レート

チャット／月 (2004=1) チャット 上昇率 チャット／ドル ドル／月 上昇率

2004年 17,800 1.0 17,800 － 1000 18

70,000 26,761 50.3% 700 100 5.6倍

60,000 22,938 28.9% 800 75 4.2倍

（出所）筆者計算。

2.62011年

実質賃金 賃金



West Link of MEIC

Yunnan

Chennai

Ho Chi Minh

Bangkok

Mandalay
Kolkata

Yangon

Dawei

Kyaukphyu

New Stilwell Road

Kaladan River Route

インド洋へのアクセス

NEI

Sittwe

Kyaukphy-Kunming Corridor

East West Economic Corridor

• タイ、中国、インドからのアプ
ローチ。

• タイは南部経済回廊（ホーチ
ミン＝プノンペン＝バンコク）
からダウェー経由でインド洋
へ。

• 中国はチャウピューからミャ
ンマーを横断して、雲南省ま
でガス・原油のパイプライン
を敷設。チャウピューに原油
タンカー用の深海港を建設。
道路・鉄道も敷設予定。

• インドは北東インドとコルカタ
を結ぶため、カラダン川開発
プロジェクトを推進。シット
ウェーに港を建設中。



DAWEI 
PROJECT

BANGKOK
THAILAND

71 KM

KANCHANABURI
กาญจนบุรี

110 KM

350 KM

160 KM
BANGYAI

บางใหญ

ダウェイ深海港・経済特区・経済回廊 建設計画



TRANSTRANS--BORDER CORRIDORBORDER CORRIDOR



チャウピュー深海港
・ 陸封地形の雲南省にとって，ミャンマーをランドブリッジとしてインド洋へ出ることは交

易ルートの確保として重要。雲南省国境町の瑞麗とラカイン州のチャウピューを結ぶ
道路・鉄道，およびチャウピューに深海港の建設する計画。また，イラワディ川のバ
モーに港を建設し，イラワジ川を航行してヤンゴン港，ティラワ港へ出る内航開発等を
提案。タニンターリーのダウェイ深海港にも関心。

・ 中国が太平洋とインド洋の両方にアクセスをもつtwo-ocean戦略。

29（出所） 筆者撮影（2011年8月12日）。



カラダン川開発プロジェクト



YangonYangon
PortPort

ティラワ経済特区（計画）
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名目為替レートの推移（チャット／ドル）

32（出所）小島英太郎氏（ＪＥＴＲＯ）の発表資料（2012年3月）。

• 2007年以降，名目・実質為替レートがともに増価。実質為替レートは3倍に。
• ドル・ベースでの産品や賃金の上昇→農作物，衣料品などの輸出競争力の

低下→輸出税の低減（10％→2％）＠2011年7月，8月。
• 800チャット／ドルでは輸出競争力を維持できないとの意見（産業界）。

資源の呪い オランダ病？



ミャンマーは資源国か？

33

• 「オランダ病」？→ミャンマーは本当に資源国か？
• ミャンマーの天然ガス輸出＝31億ドル@2008年（輸出総額の50％）＝一人当た

り52ドル（人口6000万人）＝中東との違い
cf. ベトナムの原油輸出＝126億ドル@2008年（輸出総額の20%）

• なぜ，「オランダ病」になるのか→資源を国内で使わずに全量輸出，経済規模
の小ささ，輸入規制（いまだにExport First Policyを維持），小さな並行為替市場
→輸入自由化を進め（民間企業の生産は輸入財に依存），経済発展が進め
ば，ミャンマーはエネルギー輸入国になる＝現在でも石油製品を10億ドル以
上，輸入。

表 国民一人当り石油輸出収入（ドル） 

(2010 年推定) 国土面積（万

km2） 

自国民人口

（万人） 

産油量（万

b/d） 

国民一人当り石油収

入（ドル） 

バハレーン 0.07 57 19 6,300 

オマーン 31 195 86 9,400 

サウジアラビ

ア 

215 1,870 900 10,700 

クウェート 1.78 112 260 57,400 

アラブ首長国

連邦 

8.36 100 250 63,000 

カタル 1.14 28 115 80,000 

（石油のみ） 

出所：石油収入と人口は筆者推定 

（出典）福田安志「サウジ・GCC 諸国でのアラブ激動の行方－抗議行動を生むメ

カニズムと各国の対応－」（アジ研 HP，2011 年 9 月）  

（2010年） 輸入額
タイ 328.2
中国 158.0
シンガポール 511.3
マレーシア 24.2
合計 1021.7

（単位）100万ドル。
（出所）WTA。

ミャンマーの石油製品
の輸入（主要国）



• 公共投資（政府予算は2年度連続で3割以上の伸び），政府資産（土地・建物・工場・ガ
ソリンスタンド・港など）の売却，トラック・バスの輸入自由化，味の素（グルタミン酸ナト
リウム）、シロップ、ソフトドリンク、ビスケット、ガム、ケーキ、ウエハース、缶詰食品、
即席麺などの輸入を解禁。

• 「ポンコツ車代替プロジェクト」による中古車の輸入（2011年後半～）。

• ミャンマー通信公社は携帯電話3000万台普及計画を発表。2011年度は400万台の販
売を予定。

340 
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30000 

35000 

40000 

合計 石油製品 機械・輸送機器 鉄・鉄製品 電気製品 その他

ミャンマーの輸入

2006年度

2007年度

2008年度

2009年度

2010年度

（100万チャッ
ト）

一方で、強い輸入財への需要
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• 各国の対ミャンマー輸出は，2010年に中国が対前年比+53%，タイが+35%，シンガポールが
+30%，日本が+31%の増加。

• 中国からは機械，自動車，電気製品，繊維が，タイからは石油製品，食品，プラスチックが，シン
ガポールからは石油製品，機械，電気製品，プラスチックが，日本からは機械，自動車の輸出が
増加。

• 貿易収支は再び赤字化(?)。

中国等からの輸入が急増
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（出所） World Trade Atlas。

主要国の対ミャンマー輸出

中国

タイ

シンガポール

日本

（100万ドル）



日本の対ミャンマー政策

36

① 日緬関係の再構築の機会

• 欧米の経済制裁vs.中国の関与政策の対立のなかで、日本の立ち
位置はやや曖昧であった。軍政時代を通じて影響力は低下。一方、
中国の対ミャンマー政策は，自国の戦略的利益の実現へ向けて明
確。内政不干渉を盾に、欧米の経済制裁によるビジネス機会を活
用。

• 新政権のバランス外交のおいて，日本の重要性が再浮上。

② 経済開発における真摯な協力者

• ミャンマーの中長期の，裾野の広い経済・産業発展の協力者として
の役割。

• 良好な対日感情，友好国・先進国のイメージ。国境を接しておらず，
戦略的な利害が少ない。真摯な開発パートナーになり得る。

• 技術移転、人材育成を含めた経済協力。

③ トップ外交の必要性

• ミャンマーはトップ・ダウンの意思決定。ハイレベルな対話が必要。
昨年来，ようやく実現。
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先進国ドナーの対ミャンマー援助
•2008年の日本の援助額
ミャンマー42百万ドル（円借款はなし）、カンボジア115百万ドル（内円借款4.8百万ドル）、
ラオス66百万ドル（同10百万ドル）、ベトナム619百万ドル（同518百万ドル）
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中緬関係 中国の経済協力
• 中国の対ミャンマー援助は相当に大規模。

• 中国の援助は自国の持続的な経済成長を可能とするために必要な、①資
源確保、②近隣諸国との友好関係維持を目的とする。

• 中国にとってミャンマーは重要な援助対象国＝エネルギー、インフラ、国有
企業などへ貸し付け。
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日系企業の進出はこれから・・・

（出所）各地の日本人商工会議所。

【アジア各地の日本人商工会（JCC)の会員数】
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• 1990年代央に第1
次ミャンマー・ブー
ム。

• 1997年のアジア通

貨危機、欧米の経
済制裁で、ブーム
が終焉。一部の企
業は撤退へ。その
後、減少傾向が続く。

• 2011年央以降、第2
次ミャンマー・ブー
ム。しかし、日系企
業の本格的な進出
はこれから。



優秀な女子学生、日本語人気に迫る中国語
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大学の合格ライン（2010年度）

男子 女子
医科大学 466 495
商船大学 491 490
歯科大学 455 491
薬科大学
医療技術大学
看護大学 439 460
基礎保健大学 432 455
伝統医薬大学 426
教育大学 419 454
コンピューター大学
工業技術大学 320 333
経済大学

471
456

365

316

ヤンゴン外国語大学（男女共通）

英語専攻 488
日本語専攻 471
中国語専攻 468
韓国語 454
フランス語専攻 453
ドイツ語 449
タイ語 436
ロシア語 430
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おわりに
• 軍政という霧が晴れつつあるミャンマーは，普通の後発開発途上

国になる。もちろん、低開発国であるので、インフラを含めた投資
環境にはまだまだ改善が必要である。しかし、将来的にミャンマー
がもつ潜在力が開花していく可能性が高く、ビジネス・チャンスは
大きい。

• すでにいくつかの分野で、経済は始動。資源開発，近隣諸国との
経済関係強化，労働集約産業（縫製業等）の日本・韓国向け輸出
増加，公共事業の拡大，国有資産の売却，土地価格の高騰，消
費ブーム（自動車，電気製品，携帯電話）などが顕在化。しかし，
これらの限定的な分野の動きを，裾野の広い経済・産業発展につ
なげられるかは，今後の課題。「資源の呪い」に陥らないことが重
要。

• 今後，経済改革が進むが、その際、国際社会からの人的，技術
的，資金的支援が必要。日本の役割は重要。




